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平成３０年度一般会計予算概要説明 

 

平成 29 年 12 月 8 日に閣議決定された国の「平成 30 年度予算編成の基本方針」で

は、「子育て安心プラン」を踏まえた保育の受け皿整備など「人づくり革命」の推進や

「生産性革命」の実現に向けた企業による設備や人材への力強い投資、研究開発・イ

ノベーションの促進など重要な政策課題について、必要な予算措置を講じるなど、メ

リハリの効いた予算編成を目指すとしております。また、総務省発表の「平成 30 年度

地方財政対策の概要」では、地方が子ども・子育て支援や地方創生等の重要課題に取

り組みつつ、安定的に財政運営を行うことができるよう、地方交付税等の一般財源総

額について、平成 29 年度を上回る 62.1 兆円（前年度比＋0.1％）を確保するとしてお

ります。 

 本市におきましては、徴収体制の強化を図る中、歳入の根幹である市税収入が 60 億

円を上回る水準で安定して推移しております。また、富士山の恵みや絹織物等の地場

産業、富士山とともに刻んできた独自の文化等、富士吉田市の魅力を全国に向け発信

する中、ふるさと納税額は平成 30 年 1 月現在において県内で 1 位となっております。

これら財源確保に向けた取組みを通じて、政策の柱として掲げる「創る」、「守る」、「育

む」、「働く」、「支え合う」、「自律する」の 6 つの取組みを推進するとともに、「豊かに

暮らせる力強いまち富士吉田」の実現に向け施策を実施してまいりました。 

このような明るい材料がある一方、公共施設をはじめとした社会インフラの老朽化

に伴う維持・更新に係る経費の増加や少子高齢化の進展に伴う社会保障関係費の増加

等、恒常的な経費の上昇が見込まれております。今後は、これら義務的・経常的経費

の増加を想定する中、財政状況の分析を通じて財政の健全性を確保するとともに、限

りある行政資源の潜在価値を引き出すことにより、さらなる質の向上と活用を図り、

市民満足度の高い行政サービスの提供につなげることが求められております。 

平成 30 年度予算編成におきましては、事務事業評価及び中期財政計画の見直しを

通じて事業の重点配分や経費の縮減を図り、計画的な財政運営を確実に推進するとと

もに、財政の健全性を確保する中でメリハリのある予算の積み上げを行いました。そ

の結果、平成 30 年度一般会計予算の総額は 211 億 8,000 万円となり、前  

年度当初予算に比べ金額にして 3 億 4,000 万円、比率にして 1.6 パーセン

トの増加となりました。  
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 歳入につきましては、市民税の増額が見込まれる等、市税全体では前年

度当初予算に比べ 2.6 パーセント増の 65 億 1,600 万円余りを計上し、地

方交付税は前年度当初予算に比べ 8.4 パーセント減の 26 億 1,000 万円を

計上いたしました。また、国・県支出金 33 億 8,700 万円余り、分担金及

び負担金 8 億 4,200 万円余り、市債 22 億 900 万円余り、その他収入 56 億

1,300 万円余りを計上いたしました。  

 歳出につきましては、「富士の恵みと  幸せを紡いでまちを織る  活力創

造都市  富士吉田」を将来の都市像に掲げた第 6 次総合計画の体系に沿っ

た予算編成を行いました。その結果、第１章「安心で健やかな暮らしを支

える『保健・医療・福祉』の向上」では 67 億 5,100 万円余りを、第２章

「心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実」では 14 億 8,200 万

円余りを、第３章「未来につなげる美しく快適な『生活環境・景観』の創

造」では 22 億 6,000 万円余りを、第４章「暮らしの安全性・利便性を高

める『都市基盤・防災環境』の整備」では 30 億 2,400 万円余りを、第５

章「活力とにぎわい・交流を生み出す『地域・産業・観光』の振興」では

5 億 7,300 万円余りを、第６章「みんなで未来を考え取り組む健全な『地

域経営』の推進」では 33 億 3,600 万円余りを、その他一般経費として 37

億 5,100 万円余りを計上いたしました。  

 平成 30 年度は第 6 次富士吉田市総合計画（計画期間： 2018 年度～ 2027

年度）の計画初年度にあたります。また、新たに策定された中期財政計画

（計画期間： 2018 年度～ 2022 年度）の計画初年度でもあります。人口減

少社会への危機感の高まりや地方創生、イノベーションによる経済構造の

変革等、新たな時代へと移り変わる中、計画の実施・検証を通じて、地域

の総合的な経営主体として時代に即した的確な取組みを行い、本市の将来

都市像である「富士の恵みと  幸せを紡いでまちを織る  活力創造都市  富

士吉田」を目指し、今後とも計画的な予算執行・行財政運営に取り組んで

まいります。  



平成30年度富士吉田市予算一覧表
（単位：千円）

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 比 較 増 減 比 備 考

21,180,000 20,840,000 340,000 1.6

下 水 道 事 業 特 別 会 計 1,443,021 1,518,729 △ 75,708 △ 5.0

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 5,383,483 6,556,161 △ 1,172,678 △ 17.9

後期高齢者医療特別会計 949,372 893,316 56,056 6.3

介 護 保 険 特 別 会 計 4,246,317 4,325,725 △ 79,408 △ 1.8

介護予防支援事業特別会計 16,678 16,844 △ 166 △ 1.0

看 護 専 門 学 校 特 別 会 計 235,908 247,753 △ 11,845 △ 4.8

小 計 12,274,779 13,558,528 △ 1,283,749 △ 9.5

33,454,779 34,398,528 △ 943,749 △ 2.7

会計名 項　　目 平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 比 較 増 減 比 備 考

収益的収入 8,268,489 8,417,426 △ 148,937 △ 1.8

収益的支出 8,110,084 8,257,939 △ 147,855 △ 1.8

資本的収入 218,697 215,312 3,385 1.6

資本的支出 596,259 562,350 33,909 6.0

収益的収入 758,355 746,437 11,918 1.6

収益的支出 703,003 702,502 501 0.1

資本的収入 505,760 473,218 32,542 6.9

資本的支出 750,966 718,466 32,500 4.5

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 比 較 増 減 比 備 考

病院事業会計（支出合計） 8,706,343 8,820,289 △ 113,946 △ 1.3

水道事業会計（支出合計） 1,453,969 1,420,968 33,001 2.3

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 比 較 増 減 比 備 考

43,615,091 44,639,785 △ 1,024,694 △ 2.3全　会　計（合計）

事
業

病
院
事
業
会
計

水
道
事
業
会
計

会 計 名

合 計

特

別

会

計

一 般 会 計

会 計 名

会 計 名
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一般会計予算款別比較表（歳入）

＜歳入＞ （単位：千円）

比較 比率
金額 構成比 金額 構成比 （A）－（B） （C）/（B）
（A） （%） （B） （%） （C） （%）

1 市 税 6,516,662 30.8 6,352,148 30.6 164,514 2.6

2 地 方 譲 与 税 118,000 0.6 118,000 0.6 0 0.0

3 利 子 割 交 付 金 8,000 0.0 10,000 0.0 △ 2,000 △ 20.0

4 配 当 割 交 付 金 25,000 0.1 30,000 0.2 △ 5,000 △ 16.7

5 株式等譲渡所得割交付金 17,000 0.1 15,000 0.1 2,000 13.3

6 地 方 消 費 税 交 付 金 960,000 4.5 940,000 4.5 20,000 2.1

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 25,000 0.1 25,000 0.1 0 0.0

9
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

162,395 0.8 152,441 0.7 9,954 6.5

10 地 方 特 例 交 付 金 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

11 地 方 交 付 税 2,610,000 12.3 2,850,000 13.7 △ 240,000 △ 8.4

12 交通安全対策特別交付金 7,500 0.0 8,300 0.0 △ 800 △ 9.6

13 分 担 金 及 び 負 担 金 842,903 4.0 1,021,648 4.9 △ 178,745 △ 17.5

14 使 用 料 及 び 手 数 料 518,796 2.5 532,485 2.6 △ 13,689 △ 2.6

15 国 庫 支 出 金 2,336,540 11.0 2,148,444 10.3 188,096 8.8

16 県 支 出 金 1,050,846 5.0 1,231,250 5.9 △ 180,404 △ 14.7

17 財 産 収 入 180,204 0.9 61,757 0.3 118,447 191.8

18 寄 附 金 1,010,013 4.8 810,013 3.9 200,000 24.7

19 繰 入 金 2,325,817 11.0 1,402,872 6.7 922,945 65.8

20 繰 越 金 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

21 諸 収 入 203,224 0.9 1,258,242 6.0 △ 1,055,018 △ 83.8

22 市 債 2,209,100 10.4 1,819,400 8.7 389,700 21.4

21,180,000 100.0 20,840,000 100.0 340,000 1.6

内 一 般 財 源 11,697,313 55.2 12,207,738 60.2 △ 510,425 △ 4.2

平成29年度

合 計

年度

款名

平成30年度
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一般会計予算款別比較表（歳出）

＜歳出＞ （単位：千円）

比較 比率
金額 構成比 金額 構成比 （A）－（B） （C）/（B）
（A） （%） （B） （%） （C） （%）

1 議 会 費 207,152 1.0 206,900 1.0 252 0.1

2 総 務 費 3,930,073 18.6 3,690,034 17.7 240,039 6.5

3 民 生 費 6,102,892 28.8 6,194,559 29.7 △ 91,667 △ 1.5

4 衛 生 費 3,487,096 16.4 3,178,549 15.2 308,547 9.7

5 農 林 水 産 業 費 249,554 1.2 389,422 1.9 △ 139,868 △ 35.9

6 商 工 費 357,824 1.7 331,975 1.6 25,849 7.8

7 土 木 費 2,935,311 13.9 2,360,792 11.3 574,519 24.3

8 消 防 費 748,036 3.5 744,782 3.6 3,254 0.4

9 教 育 費 1,732,480 8.2 1,991,581 9.6 △ 259,101 △ 13.0

10 災 害 復 旧 費 3 0.0 3 0.0 0 0.0

11 公 債 費 1,399,436 6.6 1,721,261 8.3 △ 321,825 △ 18.7

12 諸 支 出 金 143 0.0 142 0.0 1 0.7

13 予 備 費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

21,180,000 100.0 20,840,000 100.0 340,000 1.6

年度

合 計

平成30年度 平成29年度

款名
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平成30年度一般会計予算節別集計表
（単位：千円）

節 款名 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) 合計 構成比 対前年 節

No. 節名 議会費 総務費 民生費 衛生費
農林水
産業費

商工費 土木費 消防費 教育費
災  害
復旧費

公債費 諸支出金 予備費 （％） （％） No.

1 報酬 87,000 21,826 6,700 336 6,993 5,991 312 11,372 28,737 0 0 0 0 169,267 0.8 3.6 1

2 給料 19,088 470,574 304,944 130,931 40,886 42,566 158,405 0 146,345 0 0 0 0 1,313,739 6.2 △ 0.4 2

3 職員手当 41,563 608,840 159,766 75,598 24,582 25,649 95,129 0 91,795 0 0 0 0 1,122,922 5.3 16.9 3

4 共済費 39,947 188,903 135,958 48,056 13,884 15,208 52,855 0 69,469 0 0 0 0 564,280 2.7 3.0 4

5 災害補償費 0 0 0 0 0 0 0 1,000 0 0 0 0 0 1,000 0.0 △ 50.0 5

6 恩給及び退職金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 6

7 賃金 0 191,942 254,362 29,578 1,904 0 0 0 185,092 0 0 0 0 662,878 3.1 △ 4.2 7

8 報償費 430 22,056 6,816 6,535 4,194 4,220 21 13,993 14,538 0 0 0 0 72,803 0.4 19.0 8

9 旅費 2,535 7,654 550 939 581 1,045 601 6,478 5,990 0 0 0 0 26,373 0.1 4.2 9

10 交際費 600 1,600 0 0 50 0 0 0 100 0 0 0 0 2,350 0.0 0.0 10

11 需用費 3,571 108,777 94,514 342,003 20,211 8,237 100,936 36,757 465,469 0 0 0 0 1,180,475 5.6 △ 3.0 11

12 役務費 1,325 81,964 22,323 29,732 3,620 1,052 23,941 3,800 29,462 0 0 0 0 197,219 0.9 △ 3.5 12

13 委託料 4,714 898,107 125,385 1,068,779 52,608 125,400 269,099 8,127 296,852 0 0 0 0 2,849,071 13.5 △ 1.8 13

―

14 使用料及び賃借料 5,098 199,181 19,028 5,065 13,717 25,518 68,045 2,763 102,306 0 0 0 0 440,721 2.1 0.4 14

6

15 工事請負費 0 163,913 400,255 428,243 20,300 0 1,055,252 0 129,066 3 0 0 0 2,197,032 10.4 46.8 15

―

16 原材料費 0 49 290 76 282 0 6,723 0 30 0 0 0 0 7,450 0.0 △ 1.5 16

17 公有財産購入費 0 87,013 0 0 0 0 123,436 0 0 0 0 1 0 210,450 1.0 123.4 17

18 備品購入費 0 3,183 31,266 3,444 336 33 237 8,894 37,055 0 0 0 0 84,448 0.4 23.8 18

19 負担金補助及び交付金 1,281 295,935 65,407 938,785 45,299 102,854 153,940 654,266 89,961 0 0 0 0 2,347,728 11.1 △ 7.1 19

20 扶助費 0 1,400 2,755,088 192,855 0 0 0 0 39,915 0 0 0 0 2,989,258 14.1 △ 2.5 20

21 貸付金 0 19,200 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 19,200 0.1 △ 8.6 21

22 補償・補填及び賠償金 0 0 0 0 28 0 97,709 0 0 0 0 0 0 97,737 0.5 45.6 22

23 償還金利子及び割引料 0 25,500 3 0 0 0 0 0 0 0 1,399,436 0 0 1,424,939 6.7 △ 18.6 23

24 投資及び出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 24

25 積立金 0 532,030 1,861 2 3 0 0 0 260 0 0 0 0 534,156 2.5 7.7 25

26 寄附金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 26

27 公課費 0 426 9 1,334 76 51 139 586 38 0 0 0 0 2,659 0.0 16.3 27

28 繰出金 0 0 1,718,367 184,805 0 0 728,531 0 0 0 0 142 0 2,631,845 12.4 △ 1.6 28

○ 予備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 30,000 30,000 0.1 0.0 ○

合計 207,152 3,930,073 6,102,892 3,487,096 249,554 357,824 2,935,311 748,036 1,732,480 3 1,399,436 143 30,000 21,180,000 100.0 1.6

構成比  ％ 1.0 18.6 28.8 16.4 1.2 1.7 13.9 3.5 8.2 0.0 6.6 0.0 0.1 100.0

対前年増減比　％ 0.1 6.5 △ 1.5 9.7 △ 35.9 7.8 24.3 0.4 △ 13.0 0.0 △ 18.7 0.7 0.0 1.6



平成30年度一般会計予算性質別集計表
（単位：千円）

節 款　　名 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) 構成比
対前年
増減比

節

No.
節
名

議会費 総務費 民生費 衛生費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 諸支出金 予備費 （％） （％）
No
.

1 人件費 187,598 1,255,669 576,030 250,828 86,042 88,459 306,701 12,372 315,467 0 0 0 0 3,079,166 14.5 6.1 1

(1) 議員委員等報酬 148,975 21,826 6,700 336 6,993 5,991 312 11,372 28,737 0 0 0 0 231,242 1.1 2.4

(2) 特別職の給与 0 23,530 0 0 0 0 0 0 7,080 0 0 0 0 30,610 0.1 0.3

(3) 給料 19,088 453,241 304,944 130,931 40,886 42,566 158,405 0 139,638 0 0 0 0 1,289,699 6.1 △ 0.4

(4) 手当 12,853 287,250 159,766 75,598 24,582 25,649 95,129 0 91,795 0 0 0 0 772,622 3.6 3.9

(5) 共済費 6,682 153,481 99,279 43,963 13,581 14,253 52,855 0 48,217 0 0 0 0 432,311 2.0 4.1

(6) 退職手当 0 316,341 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 316,341 1.5 67.0

(7) その他 0 0 5,341 0 0 0 0 1,000 0 0 0 0 0 6,341 0.0 217.1

2 物件費 17,843 1,501,593 536,576 1,423,921 68,732 166,213 163,733 65,559 1,107,804 0 0 0 0 5,051,974 23.9 △ 0.4 2

3 維持補修費 0 16,707 6,259 53,570 24,524 0 261,364 1,000 29,995 0 0 0 0 393,419 1.9 8.2 3

4 扶助費 0 1,400 2,777,397 197,832 0 0 0 0 39,915 0 0 0 0 3,016,544 14.2 △ 2.5 4

5 補助費等 1,711 335,324 72,057 906,125 17,471 103,152 98,885 669,105 109,973 0 0 0 0 2,313,803 10.9 △ 7.8 5

―

6 公債費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,399,436 0 0 1,399,436 6.6 △ 18.7 6

7

7 積立金 0 532,030 1,861 2 3 0 0 0 260 0 0 0 0 534,156 2.5 7.7 7

―

8 投資・出資金・貸付金 0 19,200 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 19,200 0.1 △ 8.6 8

(1) 貸付金 0 19,200 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 19,200 0.1 △ 8.6

(2) 投資・出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0

9 繰出金 0 0 1,718,367 184,805 0 0 728,531 0 0 0 0 142 0 2,631,845 12.4 △ 1.6 9

10 投資的経費 0 268,150 414,345 470,013 52,782 0 1,376,097 0 129,066 3 0 1 0 2,710,457 12.8 38.5 10

(1) 普通建設事業費 0 268,150 414,345 470,013 52,782 0 1,376,097 0 129,066 0 0 1 0 2,710,454 12.8 38.5

(a) 補助事業費 0 0 414,345 369,970 45,184 0 538,081 0 0 0 0 0 0 1,367,580 6.5 90.8

(b) 単独事業費 0 268,150 0 100,043 7,598 0 838,016 0 129,066 0 0 1 0 1,342,874 6.3 8.3

(2) 災害復旧事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 3 0.0 0.0

(a) 補助事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 3 0.0 0.0

(b) 単独事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0

11 予備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 30,000 30,000 0.1 0.0 11

合計 207,152 3,930,073 6,102,892 3,487,096 249,554 357,824 2,935,311 748,036 1,732,480 3 1,399,436 143 30,000 21,180,000 100.0 1.6

構成比 ％ 1.0 18.6 28.8 16.4 1.2 1.7 13.9 3.5 8.2 0.0 6.6 0.0 0.1 100.0

対前年度増減比　％ 0.1 6.5 △ 1.5 9.7 △ 35.9 7.8 24.3 0.4 △ 13.0 0.0 △ 18.7 0.7 0.0 1.6

　合　　計



平成30年度富士吉田市一般会計予算款別構成図

1
11
15
19
22
16
18
6
13

14
21
17

9
2
20
4
8
10
5
3
12
7

3
2
4
7
9
11
8
6
5
1

13
12
10

市税

6,516,662

地方交付税

2,610,000

国庫支出金

2,336,540

繰入金

2,325,818

市債

2,209,100

県支出金

1,050,846

寄附金

1,010,013

地方消費税交付金

960,000

分担金及び負担金

842,903

その他

1,318,118

歳 入 総 額

21,180,000

民生費

6,102,892

総務費

3,930,073

衛生費

3,487,096

土木費

2,935,311

教育費

1,732,480

公債費

1,399,436

消防費

748,036

商工費

357,824

農林水産業費

249,554

議会費

207,152
その他

30,146

歳 出 総 額

(内訳)
使用料及び手数料 518,796
諸収入 203,223
財産収入 180,204
国有提供施設等所在
市町村助成交付金 162,395
地方譲与税 118,000
繰越金 30,000
配当割交付金 25,000
自動車取得税交付金 25,000
地方特例交付金 20,000
株式等譲渡所得割交付金 17,000
利子割交付金 8,000
交通安全対策特別交付金 7,500
ゴルフ場利用税交付金 3,000

(30.8％)

(12.3％)

(11％)

(11％)

(10.4％)

(4.8％)

(5％)

(4.5％)

(4％)

単位：千円

21,180,000

(28.8％)

(13.9％)

(18.6％)

(16.4％)

(6.6％)

(8.2％)

(3.5％)

(1.2％)

(1.7％)

(1.0％) (0.1％)

(内訳)
予備費
諸支出金
災害復旧費

30,000
143
3

(6.2％)

－8－



平成30年度富士吉田市一般会計予算性質別構成図

節

1
4
6

2
9
5
3

7
11
8

人件費

3,079,166

扶助費

3,016,544

公債費

1,399,436

普通建設事業費

2,710,454災害復旧

事業費

3

物件費

5,051,974

繰出金

2,631,845

補助費等

2,313,803

維持補修費

393,419

その他

583,356

義務的経費

7,495,146

投資的経費

2,710,457

その他経費

10,974,397

単位：千円

(35.3％)

(14.5％)

(14.2％)

(6.6％)

(12.8％)

(12.8％)

(0％)

(51.9％)

(23.9％)

(12.4％)

(10.9％)

(1.9％)

(2.8％)

21,180,000
性質別歳出総額

(内訳)
積立金 534,156
予備費 30,000
投資・出資金・貸付金 19,200

－9－



（千円）

部 節 款 項 目 事業名称 予算額

6,751,075

4 1 7 富士北麓総合医療センター管理事業 12,457

4 1 1 健康総務事業 42,547

4 1 5 妊産期の保健指導事業 33,407

4 1 5 乳幼児期の育児支援事業 9,985

4 1 2 生活習慣病対策事業 63,883

4 1 2 食生活改善推進事業 1,846

感染症対策 4 1 3 感染症予防対策事業 125,961

4 1 6 市立病院事業会計負担金事業 770,638

4 1 8 看護専門学校特別会計繰出事業 184,805

1,245,529

3 1 1 国民健康保険特別会計繰出事業 457,799

3 1 4 県単老人医療事業 1

3 1 9 後期高齢者医療特別会計繰出事業 630,335

国民年金 3 1 6 国民年金事業 870

1,089,005

3 1 1 地域福祉事業 44,533

3 1 1 生活困窮者自立促進支援事業 8,146

52,679

3 1 1 介護保険事業 6,124

3 1 4 地域支え合い事業 7,308

3 1 4 老人保護措置事業 11,696

3 1 4 長寿祝金事業 3,100

3 1 7 介護保険特別会計繰出事業 620,623

3 1 8 介護予防支援事業特別会計繰出事業 9,610

3 1 4 高齢者社会活動推進事業 7,714

3 1 5 富楽時管理運営事業 43,345

709,520

3 1 2 地域生活支援事業 46,633

3 1 2 障害支援区分認定事業 1,162

3 1 2 障害者基幹相談支援センター運営事業 19,714

3 1 2 介護給付事業 762,234

3 1 2 自立支援医療費給付事業 70,959

3 1 2 障害者総務事業 13,487

3 1 3 重度心身障害児（者）医療費助成事業 173,918

3 1 3 特別障害者手当等給付事業 12,777

1,100,884

3 2 2 児童扶養手当支給事業 180,366

3 2 3 母子家庭等対策総合支援事業 4,010

3 2 3 ひとり親家庭医療費助成事業 34,058

3 2 3 母子生活支援施設入所措置事業 6,988

225,422

3 2 2 保育施設等給付事業 280,000

3 2 4 保育園管理運営事業 28,864

3 2 4 第一保育園保育事業 11,245

3 2 4 第二保育園保育事業 11,321

3 2 4 第三保育園保育事業 13,560

3 2 4 第四保育園保育事業 14,608

3 2 4 第五保育園保育事業 10,201

3 2 4 第六保育園保育事業 11,267

3 2 4 （仮称）第七保育園建設整備事業 423,181

3 2 5 心身障害児通園施設管理事業 4,163

一　　般　　会　　計　　事　　業　　一　　覧

安心で健やかな暮らしを支える『保健・医療・福祉』の向上

健康づくり

高齢者の社会参加促進

高齢者のケア高齢者福祉

地域福祉の充実地域福祉

国民健康保険社会保障

地域医療

保険・医療

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

ひとり親家庭の支援児童福祉

地域ネットワークの充実

自立の支援障害者福祉

保育の充実子育て支援

－10－



部 節 款 項 目 事業名称 予算額

3 2 1 子育て支援事業 30,898

3 2 1 児童手当事業 721,479

3 2 1 子育て支援センター管理運営事業 16,957

3 2 1 放課後児童対策事業 65,394

4 1 5 子育て応援医療費助成事業 190,948

4 1 5 未熟児養育医療給付事業 1,802

4 1 5 不妊治療費助成事業 7,055

1,842,943

3 1 1 保護事業 461

3 3 1 生活保護費国庫補助事業 8,364

3 3 2 生活保護扶助事業 476,268

485,093

1,482,285

就学前教育 就学前教育の充実 9 1 1 私立幼稚園支援事業 54,099

54,099

9 1 1 特別支援スタッフ事業 46,378

9 1 1 総合教育支援事業 16,597

9 1 1 学力向上プログラム推進事業 3,822

9 1 2 富士山教育研究実践事業 360

9 1 2 外国語指導委託事業 37,900

9 1 2 教育研修所事業 22,642

9 1 3
富士吉田市外１市２町４村１組合充て指導
主事共同設置事業

1,350

9 1 4
富士吉田市外２町４村１組合ことばの教室
共同設置事業

1,036

9 2 2 小学校学習指導充実事業 4,699

9 2 2 下吉田第二小学校教育振興事業 7,399

9 2 2 下吉田東小学校教育振興事業 3,225

9 2 2 明見小学校教育振興事業 6,727

9 2 2 吉田小学校教育振興事業 6,310

9 2 2 吉田西小学校教育振興事業 6,616

9 2 2 富士小学校教育振興事業 2,908

9 2 2 小学校校外活動等支援事業 10,308

9 2 2 下吉田第一小学校教育振興事業 4,302

9 2 2 吉田小学校分校教育振興事業 282

9 2 2
下吉田第一小学校特色ある学校づくり事
業

873

9 2 2
下吉田第二小学校特色ある学校づくり事
業

1,471

9 2 2 下吉田東小学校特色ある学校づくり事業 513

9 2 2 明見小学校特色ある学校づくり事業 1,032

9 2 2 吉田小学校特色ある学校づくり事業 854

9 2 2 吉田西小学校特色ある学校づくり事業 839

9 2 2 富士小学校特色ある学校づくり事業 690

9 3 2 中学校学習指導充実事業 240

9 3 2 下吉田中学校教育振興事業 7,809

9 3 2 明見中学校教育振興事業 7,819

9 3 2 吉田中学校教育振興事業 8,874

9 3 2 富士見台中学校教育振興事業 4,812

9 3 2 中学校校外活動等支援事業 9,217

9 3 2 下吉田中学校特色ある学校づくり事業 726

9 3 2 明見中学校特色ある学校づくり事業 338

9 3 2 吉田中学校特色ある学校づくり事業 1,700

9 3 2 富士見台中学校特色ある学校づくり事業 658

心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

子育て支援

低所得者の支援生活支援

子育て支援

学校教育 教育内容の充実

－11－



部 節 款 項 目 事業名称 予算額

9 2 1 下吉田第一小学校管理事業 2,936

9 2 1 下吉田第二小学校管理事業 4,686

9 2 1 下吉田東小学校管理事業 3,404

9 2 1 明見小学校管理事業 4,663

9 2 1 吉田小学校管理事業 5,932

9 2 1 吉田西小学校管理事業 3,735

9 2 1 富士小学校管理事業 3,410

9 2 1 小学校校舎等維持管理事業 180,935

9 2 1 吉田小学校分校管理事業 470

9 3 1 下吉田中学校管理事業 5,810

9 3 1 明見中学校管理事業 4,978

9 3 1 吉田中学校管理事業 6,218

9 3 1 富士見台中学校管理事業 3,539

9 3 1 中学校校舎等維持管理事業 104,738

9 1 1 就学時健康診断事業 578

9 2 1 児童健康管理事業 14,480

9 3 1 生徒健康管理事業 8,935

9 5 3 学校給食センター運営事業 421,923

9 2 2 児童就学援助・奨励事業 19,676

9 3 2 生徒就学援助・奨励事業 20,255

1,052,627

2 1 12 青少年センター管理運営事業 8,169

9 4 7 放課後子ども教室推進事業 3,844

9 4 7 青少年教育事業 3,549

15,562

施設の活用・充実 9 4 3 図書館管理運営事業 31,184

9 4 1 社会教育推進事業 2,791

9 4 2 生涯学習講座事業 10,818

9 4 3 子供読書推進事業 3,716

48,509

2 1 10 市民会館管理運営事業 48,584

2 1 16
（仮称）富士の杜巡礼の郷公園事業（単
年）

514

2 1 16
（仮称）富士の杜巡礼の郷公園事業（Ｈ
29・30継続事業）

114,706

9 4 5 芸術文化振興事業 11,125

9 4 4 文化財保護対策事業 11,550

9 4 6 御師外川家住宅等整備活用事業 14,010

9 4 6 博物館管理運営事業 45,582

9 4 6 博物館学芸事業 5,809

251,880

9 5 1 スポーツ推進委員事業 2,223

9 5 1 スポーツ振興事業 9,917

9 5 2 市民体育施設管理事業 39,245

9 5 2 公立学校体育施設一般開放事業 8,223

59,608

2,260,776

2 1 14 新エネルギー推進基金管理事業 4

2 1 14 自然エネルギー設置事業 15,894

2 1 14 明見湖公園保全推進事業 11,913

2 1 14 環境保全及び創造に関する事業 4,332

2 1 14 各種環境調査事業 5,273

7 6 1 アスベスト飛散防止対策事業 4,000

4 1 4 動物の保護・死骸処理関係事業 4,419

4 1 4 畜犬登録及び狂犬病予防注射事業 265

4 1 4 消毒作業支援事業 2,364

48,464

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

青少年

環境衛生対策

環境保全活動

環境教育・啓発

環境行政の推進環境保全

未来につなげる美しく快適な『生活環境・景観』の創造

義務教育環境の充実・研
究

健康安全教育の充実・推
進

学校施設の充実

学校教育

生涯スポーツの振興スポーツ・レクリ
エーション

文化財保護と活用

文化・芸術の振興文化・芸術

社会教育の推進

生涯学習

青少年育成

－12－



部 節 款 項 目 事業名称 予算額

6 1 4 富士山安全対策・環境保全推進事業 18,242

6 1 8 富士山世界遺産保全推進事業 9,510

27,752

4 2 2 ごみ収集事業 150,294

4 2 2 塵芥処理事業 875,003

4 2 2 ごみ処理施設長寿命化事業 334,070

4 2 4 不法投棄対策事業 7,272

リサイクル社会の構築 4 2 2 リサイクル推進事業 42,994

4 2 3 し尿処理事業 141,246

4 2 3 し尿処理施設長寿命化事業 100,043

1,650,922

7 6 2 市営住宅管理事業 209,035

7 6 2 上吉田地区市営住宅建替事業 291,791

500,826

2 1 9 交通安全施設維持・管理事業 13,000

2 1 9 交通安全推進事業 4,073

防犯活動 2 1 15 防犯対策事業 6,886

23,959
消費生活 健全な消費生活支援 6 1 3 消費者対策事業 8,853

8,853

3,024,686
土地利用 7 4 1 土地利用規制等対策事業 81

7 4 1 都市政策事業 32,484

7 6 1 開発指導事業 39

土地の実態把握 5 1 5 地籍調査事業 27,189

59,793
市街地整備 市街地の再編・整備 7 4 4 区画整理事業 64,540

住居表示 2 3 2 住居表示事業 26,632

91,172
道路・橋梁 広域道路網の拡充 7 1 2 高速道路等対策事業 126

7 1 2 国道138号対策事業 95,836

7 1 2 スマートインターチェンジ設置事業 233,472
市内生活道路等の整備

7 2 2
市道の新設・改良工事に伴う道路用地取
得事業

48,237

7 2 2 市道等建設事業 111,697

7 2 2 特定防衛施設周辺公共用施設整備事業 168,049

7 2 1 市道等維持管理事業 422,874

橋梁の整備・管理 7 2 3 橋梁維持管理事業 110,550

1,190,841
公園・緑地 公園・緑地の整備・管理 7 4 3 自然公園管理運営事業 16,768

7 4 3 公園管理運営事業 40,150

56,918
上水道 水道事業の安定経営 4 1 9 水道事業会計負担金事業 62,312

62,312
下水道 下水道の整備・運営 7 5 1 下水道事業特別会計繰出事業 728,531

処理区域以外の下水処
理

4 1 4 浄化槽設置整備事業 35,938

764,469

防災体制の強化 8 1 4 防災対策事業 50,223

7 3 1 急傾斜地崩壊対策事業 6,000

7 6 1 木造住宅耐震改修等事業 44,662

8 1 4 富士山火山対策事業 3,877

10 1 1 道路橋梁河川災害復旧事業 1

10 2 1 農地等災害復旧事業 1

10 2 2 治山林道災害復旧事業 1

復旧・復興対策 3 4 1 災害見舞金事業 480

105,245

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

住宅・住環境

し尿処理

ごみ処理廃棄物処理

富士山の環境保全富士山保全

市営住宅の整備・管理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

計画的な土地利用

交通安全交通安全・防犯

防災対策

防災

暮らしの安全性・利便性を高める『都市基盤・防災環境』の整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計
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部 節 款 項 目 事業名称 予算額

8 1 1 富士五湖広域行政事務組合負担金事業 616,316

8 1 2 非常備消防事業 65,988

消防施設の充実 8 1 3 消防水利事業 11,632

693,936

573,535

2 1 6 まちづくり事業 48,180

2 1 6 域学連携関連事業 7,272

定住条件の向上 2 1 6 人口減少対策関連事業 105,331

160,783

地場産業の振興 6 1 2 地場産業振興事業 29,181

工業等生産力の強化 6 1 2 中小企業等への融資斡旋・利子補給事業 35,037

企業誘致 6 1 5 企業立地促進事業 519

64,737
商業 商業環境の整備 6 1 2 商業活性化対策事業 10,419

10,419

観光資源の開発・活用 6 1 7 リフレふじよしだ施設管理運営事業 22,932

6 1 4
富士山・富士五湖地域等広域観光推進
事業

3,860

6 1 4 観光宣伝・観光客誘致推進事業 111,244

138,036

5 1 2 山梨県水田農業構造改革対策推進事業 9,842

5 1 2 農地利用最適化事業 5,082

5 1 3 農業振興事業 2,852

5 1 4 農業基盤事業 70,035

5 2 2 鳥獣対策事業 7,326

5 2 2 林業振興事業 23,488

5 2 2 林道維持管理事業 16,996

135,621

就業機会確保・拡大 6 1 6 雇用促進支援事業 3,854

勤労者福祉 6 1 6 勤労者育成補助対策事業 21,705

25,559

2 1 1 国際交流事業 18,534

2 1 6 国際スポーツ大会キャンプ地誘致事業 19,846

38,380

3,336,592

コミュニティ活動促進 2 1 15 まちづくりパートナーシップ事業 28,351

活動環境の充実 2 1 11 コミュニティセンター等管理運営事業 85,119

113,470

男女共同参画・
人権

人権尊重
3 1 1 人権擁護委員・更生保護関係事業 406

406

2 1 1 情報公開制度等運営事業 3,763

2 1 2 広聴広報活動推進事業 32,938

36,701

2 1 5 財産管理事業 227,035

12 1 1 公有財産取得事業 1

227,036

2 1 2 例規管理事業 4,562

2 1 2 文書管理事業 5,499

2 1 6 企画・調整事業 88,407

2 1 7 統合型地理情報システム（ＧＩＳ）整備事業 10,517

2 1 7 行政ネットワーク運用管理事業 81,624

2 1 7 情報化推進事業 98,017

2 1 24 特定防衛施設周辺整備基金管理事業 88

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

観光振興体制の強化

観光

情報・交流

就労・雇用

農業生産基盤の強化

森林整備

農林業

工業・地場産業

地域の振興地域振興・移住
定住

活力とにぎわい・交流を生み出す『地域・産業・観光』の振興

行財政運営 健全な行政運営

公共施設等の適正管理公共施設等

消防体制の強化消防

情報共有市民参加・情報
公開

コミュニティ

みんなで未来を考え取り組む健全な『地域経営』の推進

国際交流の展開
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部 節 款 項 目 事業名称 予算額

2 1 3 人事管理事務事業 27,447

2 1 3 一般・特別研修、その他の研修実施事業 5,861

2 1 6 若手職員人材育成事業 1,335

2 1 6 財政運営事業 6,181

2 1 6 ふるさと寄附推進事業 550,998

2 1 15 市税過誤還付事業 25,500

2 1 17 財政調整基金管理事業 3,804

2 1 18 職員退職手当基金管理事業 182

2 1 19 減債基金管理事業 1

2 1 20 公共施設整備基金管理事業 10,043

2 1 21 国際交流基金管理事業 113

2 1 22 土地開発公社経営健全化基金管理事業 117,258

2 1 23 庁舎整備基金管理事業 3

2 1 25 環境保全・地域安全推進基金管理事業 2

2 1 26 ふるさと振興基金管理事業 400,532

2 2 1 収税管理事業 12,030

2 2 1 税務管理事業 403

2 2 2 徴収事業 22,993

2 2 2 賦課事業 50,231

2 2 2 収納支援事業 3,644

3 1 1 地域福祉基金管理事業 1,861

4 2 5 環境施設周辺整備基金管理事業 2

5 1 6 中山間地域農業活性化基金管理事業 3

9 1 5 教育文化振興基金管理事業 260

11 1 1 市債償還元金事業 1,286,749

11 1 2 市債等償還利子事業 112,467

11 1 2 一時借入金利子償還事業 220

12 2 1 土地開発基金管理事業 142

13 1 1 予備費 30,000

2,958,979

3,751,051

1 1 1 議会庶務事業 52,819

1 1 1 人件費（議会費） 154,333

2 1 1 秘書庶務事業 11,212

2 1 1 議会関連事業 4,828

2 1 1 行政法令関係事業 2,159

2 1 1 庁内各種物品交付及び管理事業 1,206

2 1 1 検査指導事業 3

2 1 1 契約管理事業 1,399

2 1 1 人件費（一般管理費） 1,075,777

2 1 1 固定資産評価審査委員会運営事業 467

2 1 2 文書物品等管理整備事業 31,221

2 1 3 職員健康診断実施事業 10,209

2 1 4 会計管理審査事業 1,807

2 1 7 人件費（情報管理費） 22,735

2 1 8 演習場対策事業 9,454

2 1 9 人件費（交通安全対策費） 8,462

2 1 13 公平委員会事業 442

2 2 1 人件費（税務総務費） 178,532

2 3 1 人件費（戸籍住民基本台帳費） 84,194

2 4 1 人件費（選挙管理委員会費） 18,936

2 5 1 人件費（統計調査総務費） 8,692

2 3 1 住民基本台帳事務事業 33,483

2 3 1 戸籍事務事業 9,831

2 5 1 統計調査事業 203

2 5 2 統計調査員確保対策事業 55

2 5 3 学校基本調査事業 30

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

一般経費 一般経費

健全な財政運営

行財政運営

適正な人事管理

一般経費
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部 節 款 項 目 事業名称 予算額

2 5 4 経済センサス調査事業 64

2 5 5 工業統計調査事業 829

2 5 6 住宅・土地統計調査事業 6,265

2 5 7 農林業センサス事業 20

2 5 8 国勢調査事業 20

2 6 1 監査委員事務局事業 1,868

2 6 1 人件費（監査委員費） 19,174

2 4 1 選挙管理委員会事業 2,906

2 4 2 選挙啓発事業 355

2 4 3 知事選挙事業 15,935

2 4 4 知事選挙啓発事業 100

2 4 5 県議会議員選挙事業 3,576

3 1 1 人件費（社会福祉総務費） 138,469

3 1 6 人件費（国民年金費） 13,235

3 2 1 人件費（児童福祉総務費） 22,727

3 2 4 人件費（保育所費） 554,158

3 2 5 人件費（マザーズホーム費） 25,266

3 3 1 人件費（生活保護総務費） 40,549

4 1 1 人件費（保健衛生総務費） 171,641

4 1 6 病院事業会計退職予定者負担金事業 5,968

4 2 1 人件費（清掃総務費） 107,931

5 1 1 農業委員会事務局事業 7,692

5 1 2 人件費（農業総務費） 55,719

5 1 4 人件費（農地費） 14,615

5 2 1 人件費（林業総務費） 8,715

6 1 1 人件費（商工総務費） 82,468

7 1 1 人件費（土木総務費） 188,288

7 4 2 人件費（街路事業費） 9,824

7 6 1 人件費（建築総務費） 108,277

9 1 1 教育委員会管理事業 5,847

9 1 1 人件費（教育委員会費） 117,360

9 2 1 人件費（小学校費・学校管理費） 51,632

9 3 1 人件費（中学校費・学校管理費） 28,581

9 4 1 人件費（社会教育総務費） 63,072

9 4 3 人件費（図書館費） 57,761

9 4 6 人件費（博物館費） 34,822

9 4 7 人件費（青少年対策費） 1,387

9 5 1 人件費（保健体育総務費） 23,829

9 5 3 人件費（学校給食費） 37,617

3,751,051　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　　計

一般経費 一般経費
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平成３０年度 基本方針及び主要事業                  企画部 

企画部  

基本方針 

 豊かに暮らせる力強いまち富士吉田を目指して有効な施策の立案や庁内の総合調整を行う。 

 近年、頻発している自然災害等に対し、防災対策及び減災対策の充実に取り組み、安心・安全で包み

込むまちの実現を目指す。 

 自治会等と連携し、市民との協働によるまちづくりの一層の推進に努める。 

目標 

 ・第６次総合計画並びに地域創生総合戦略の推進と検証により、豊かに暮らせる力強いまちづくりを

目指す。 

 ・ラクビーワールドカップ 2019 日本大会の公認キャンプ地誘致、また 2020 東京オリンピック競技大

会でのフランス７人制ラクビー男女代表チームの事前合宿誘致を目指すとともに、フランス共和国

とのホストタウン交流事業を推進する 

 ・仏国シャモニー・モンブラン市と姉妹都市締結 40 周年を記念し、仏国からの市民団体等を迎え、友

好関係を深めるため記念式典を開催する。また、同時期に富士北麓広域連携による市民レベルでの

文化中心の交流を図る。 

 ・行政、防災、イベント等の情報を広報紙、ホームページ等の各種媒体を利用し、より多くの皆様に

わかりやすくお知らせをする。 

 ・頻発する自然災害等に対し、更なる防災・減災対策に取り組む。特に、富士山噴火に備え、国・県

や富士北麓町村、関係機関との協力体制を強化する。 

 ・山梨県側の砂防事業促進のため、県や関係機関と連携する中で、国に対し予算確保、早期完成を要

望していく。 

 

 

主要事業                   

事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

企画・調整事業 

（企画課） 
２

款 
総務費 

 施策の企画立案並びに庁内の総合調整に関する

業務を行うとともに、富士五湖広域行政事務組合の

運営等に対する負担を行う。 

 第６次総合計画並びに地域創生総合戦略の推進

と検証業務を行う。 

 増加する高齢者の運転事故に対し、運転免許証の 

返納が推奨される中、公共交通施策として、タウン 

スニーカーを活用した高齢者の免許返納の促進を 

図る。 

 

１

項 
総務管理費 

６

目 
企画費 

８８，４０７千円 

国際スポーツ大会キャン

プ地誘致事業  

（国際スポーツ大会キャ

ンプ地誘致推進室） 

２

款 
総務費 

 2019 年開催のラクビーワールドカップ日本大会

の公認チームキャンプ地の誘致については、「富士

吉田市・富士河口湖町ラクビーキャンプ地誘致連絡

協議会」を中心に取組み、大会出場チームによる実

地視察の受入れを経て、公認チームキャンプ地の決

定につなげる。 

 また、2020 年開催の東京オリンピック競技大会

におけるフランス７人制ラクビー男女代表チーム

の事前合宿を本市で行うことについて、フランスラ

クビー協会との実施協定締結を確実なものとし、さ

らにホストタウンによるフランス共和国との交流

計画については、「富士吉田市ホストタウン推進実

行委員会専門部会」において協議しながら、関係課

と連携し、実施に向けて取り組む。 

１

項 
総務管理費 

６

目 
企画費 

１９，８４６千円 
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事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

国際交流事業  

（市民協働推進課） 
２

款 
総務費 

国際・異文化理解の推進を国際交流員が中心とな

って行っていくとともに、市内在住の外国人や外国

人観光客に生活やイベントなどの情報を英文及び

ポルトガル語広報紙、ホームページ等で発信する。

また、姉妹都市である米国コロラド・スプリングス

市、仏国シャモニー・モンブラン市と文化、スポー

ツを通した交流を進めていく。 

 特に平成 30 年度はシャモニー・モンブラン市と

の姉妹都市締結 40 周年を迎えるため、11 月に仏国

から市民団体をはじめとする訪問団を迎え記念式

典を開催する。また、同時期に富士北麓広域連携に

よる市民レベルでの文化中心の交流を図る。 

 

 

 

１

項 
総務管理費 

１

目 
一般管理費 

１８，５３４千円 

広聴広報活動推進事業  

（市民協働推進課） 
２

款 
総務費 

行政・防災・イベント等の情報を、広報紙、ホー

ムページ、ＣＡＴＶ、エフエムふじごこ、facebook

など、各種媒体により広く発信していく。 

 中でも、平成 28 年 10 月に放映を開始した、Ｃ

ＡＴＶの「これって何ずら？ふじよしだ」は、吉田

高校放送部との協働により作成したもので、引き続

き高校生目線の分かりやすい番組作りに努める。 

 また、平成 28 年度にリニューアルしたホームペ

ージをスマートフォンでも閲覧しやくするための

システムを構築する。 

 

１

項 
総務管理費 

２

目 
文書広報費 

３２，９３８千円 

非常備消防事業  

（安全対策課） 
８

款 
消防費 

 消防団は、消火活動のみならず災害時における地

域の総合防災力の中核として、国でも平成 25 年に

消防団の充実強化に関する法律を制定した。本市に

おいても、装備の充実、教育訓練の参加促進のほか、

市職員の加入促進や女性消防団員ふじざくら隊の

結成を図る中で、資機材及び団員の確保に向けた、

消防団の充実強化に努めているが、引き続き更なる

充実強化に向けての措置を講じる。 

 またバランスのとれた市内全域への消防団設置

に向けた再編についても、自治会を含めた地域の実

状を把握し、検討を進めていく。 

 

１

項 
消防費 

２

目 
非常備消防費 

６５，９８８千円 

防災対策事業  

（安全対策課） 
８

款 
消防費 

 災害情報の発信・伝達は、防災施策の重要項目の

一つであり、市民に対し一斉に放送する防災行政無

線は中心的な施設である。しかし老朽化が進み、今

後、安定的かつ高度な内容のものに更新するため、

ケーブルテレビ網とＦＭ波を組み合わせたシステ

ムの再構築を進める。 

 さらに、所有率が増え続けるスマートフォンのア

プリによる防災情報の発信など、時代に即した情報

手段の導入を進め、情報の多重化を図っていく。 

 

 

１

項 
消防費 

４

目 
防災費 

５０，２２３千円 
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事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

富士山火山対策事業  

（富士山火山対策室） 
８

款 
消防費 

 富士山の噴火に備え、登山者及び観光客の安全・

安心のための山小屋への物品等の配備のほか、避難

促進施設における噴火時の避難確保計画の作成を

進める。また、シェルター及び情報伝達設備等の設

置を国等に働きかける。 

 新たな火口として雁ノ穴が示されたことにより、

現在のハザードマップでの避難行動が変わるおそ

れがあるため、国・県に早期に新しいハザードマッ

プの見直し、作成を求めていく。 

 山梨県側の砂防事業促進のため、県や関係機関と

連携する中で、国に予算確保、早期完成を要望して

いく。 

 

１

項 
消防費 

４

目 
防災費 

３，８７７千円 
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平成３０年度 基本方針及び主要事業                     総務部 

総務部 

安定した市政運営を力強く支えるため、市歳入の根幹を成す市税等の賦課徴収業務とともに、職員

管理、文書法制、財政運営、情報管理、財産管理、契約等の庁内全体の総務業務を確実かつ適切に行

い、持続可能で効率的・効果的な行財政運営を後方から積極的に支援していく。 

目標 

・限られた行政資源の選択と集中により、最小の経費で最大の効果をあげる行政運営を目指す。 

・安定した市政運営を支えるため、更なる財政の健全化を進める。 

・職員研修の充実等による人材育成を図るとともに人事管理の最適化に取り組み、職員と組織の活

性化を図る。 

・公正かつ適正な契約行為により事業の品質を確保するとともに、山梨県市町村総合事務組合によ

る入札参加資格審査申請共同受付による事務の効率化を図る。 

・市内外への出張用公用車の一括管理を行い、庁内全体での使用により、公用車の使用の効率化を

図る。 

・市税等の公平な負担を目的とする「市税等収納向上アクションプラン」に基づき、納税の手段や

機会の拡充を推進し、財源の確保に努める。 

・私債権の所管課への指導助言や滞納事案の処理支援など、私債権の収納対策の強化を図る。 

 

主要事業 

事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

情報公開制度等運営事業 

（総務課） 

２

款 
総務費 

 情報公開制度、個人情報保護制度及び行政不服

審査制度を適切かつ円滑に運営していく。 

 特に、マイナンバーについては、平成 29年 11

月から自治体間における情報連携が開始されて

おりその適正な取扱いが必須となっているため、

これまでに整備した諸規程に基づいた適切な運

用がなされているかについて点検業務を行う。 

 また、マイナンバーを含めたこれまでの法令改

正を反映させた個人情報保護に関する事務処理

手引を作成したので、職員への周知を図る。 

１ 

項 
総務管理費 

１ 

目 
一般管理費 

３，７６３千円 

財産管理事業  

（管財契約課） 
２

款 
総務費 

行政サービスの拠点施設として、庁舎等市有財

産を維持していくため、計画的な点検及び修繕の

実施などにより、適正な維持管理並びに長寿命化

に努める。 

また、公有財産については、用途及び管理など

を総合的に勘案しながら、適切な対応に努める。 

１

項 
総務管理費 

５ 

目 
財産管理費 

２２７，０３５千円 

情報化推進事業  

（財政情報課） 

 

２ 

款 
総務費 

高度情報化計画の進行管理、情報セキュリティ

ポリシーの運営、住記・税などの基幹系業務シス

テムの運用・保守、マイナンバー制度の運用対応、

庁内各種システムへの支援相談業務など、行政の

情報化推進を図る。 

１ 

項 
総務管理費 

７ 

目 
情報管理費 

９８，０１７千円 
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事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

徴収事業  

（収税課） 
２

款 
総務費 

納税者に対して、収納対策強化への取組みを積

極的に情報発信し、納税意識の醸成を図るととも

に、滞納処分対象者に陥ることを防止する。 

滞納事案に対しては、関係法令に基づき、財産

調査及び差押を中心とする滞納整理により案件

の解決を図る。 

 

２ 

項 
徴税費 

２ 

目 
賦課徴収費 

２２，９９３千円 

収納支援事業 

（収納支援室） 
２

款 
総務費 

私債権の適正な管理を図るため、私債権所管課

に対しての指導・助言等を行うとともに、債権管

理条例に基づき、徴収不能な私債権の放棄の支援

や納付催告に応じない悪質滞納者に対する法的

措置を行う。 

２ 

項 
徴税費 

２ 

目 
賦課徴収費 

３，６４４千円 



－22－ 

 

平成３０年度 基本方針及び主要事業              まちづくり部 

まちづくり部  

基本方針 

世界遺産のまち「ふじよしだ」として、歴史や文化、地域特性など本市の魅力や潜在的な力を最大限

に活かしたまちづくりを積極的に進め、「住みたいまち・住み続けたいまち」の実現を図る。 

また、（仮称）富士吉田南スマートインターチェンジや国道 138 号新屋拡幅事業などの新たな幹線道路の

整備と併せ、既存生活幹線道路の改良など社会基盤の整備推進を図る。 

 

目標 

・北口本宮冨士浅間神社周辺エリアや御師まちエリア、また道の駅富士吉田周辺エリアを国道 138 号新

屋拡幅事業などと連動する中で計画的に整備することにより、本市の魅力を活かしたまちづくりを進

める。 

・ふじよしだ定住促進センターや地域おこし協力隊と連携し、地域活性化を推進する。 

・若者の本市への回帰意識の高揚及び中心市街地のかつてのにぎわいのある姿への再生を目指す。 

・市内へ企業が計画するサテライトオフィスへの設置奨励制度を創設する。 

・結婚の希望をかなえる出会いの場の創出を通して、結婚の奨励を積極的に進める。 

・国道 138 号新屋拡幅事業と連動し、（仮称）富士の杜巡礼の郷公園整備工事を継続して実施する。 

・ふるさと納税促進のため魅力ある商品の発掘・開発を進めるとともに、地域の魅力発信を積極的に行

い地域活性化に繋げていく。 

・（仮称）富士吉田南スマートインターチェンジの平成 32年度の供用開始を目指し事業進捗を図る。 

・国道 138号新屋拡幅事業による地域住民の生活用道路確保のため、計画的に周辺市道整備を図る。 

・本市への来訪者数が最大であるタイ王国の商業施設において、本市の魅力発信のプロモーションを 

展開する。 

 

 

 

主要事業                   

事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

まちづくり事業  

（まちづくり戦略課） 
２

款 
総務費 

国道 138号新屋拡幅事業と相俟って北口本宮冨士

浅間神社周辺エリアや御師まちエリアを計画的に整

備することにより、市民と観光客が交流する新たな

地域づくりや本市の魅力を活かしたまちづくりを進

める。 

ふじよしだ定住促進センターや地域おこし協力隊

などと連携する中で、若い人たちの力を最大限活か

し、魅力ある街“ふじよしだ”を創生する。 

国の地方創生推進交付金を活用する中で「郷土愛

醸成を核とした若者チャレンジプロジェクト」や「中

心市街地活性化プロジェクト」などを通し、若者の

本市への回帰意識の高揚及び中心市街地のかつての

にぎわいのある姿への再生を目指す。 

本市への国籍別来訪者数の最も多いタイ王国の首

都バンコク旧日本大使館跡地の商業施設にて、本市

の魅力発信のプロモーションを展開する。 

 

 

 

 

 

 

１

項 
総務管理費 

６

目 
企画費 

４８，１８０千円 
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事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

人口減少対策関連事業  

（まちづくり戦略課） 
２

款 
総務費 

人口減少対策として市内への移住・定住を促進する

ため、希望者への支援策として新築物件取得支援な

どの定住促進奨励金制度を運用する。 

また、本市への移住定住を促進するため、移住希望

者のためのワンストップ窓口としてふじよしだ定住

促進センターを運営する。 

 

さらに、「富士吉田市縁結びお世話人」のネットワ

ークを活用して、出会いの場を提供するなど結婚の

奨励を積極的に進める。 

 また、起業支援として都内等からの市内への企業

が計画するサテライトオフィスへの設置奨励制度を

創設する。 

 

１

項 
総務管理費 

６

目 
企画費 

１０５，３３１千円 

（仮称）富士の杜巡礼の

郷公園事業（Ｈ29・30 継

続事業） 

（まちづくり戦略課） 

２

款 
総務費 

国道 138 号新屋拡幅事業と連動する中で、ふじさ

んミュージアム及び（仮称）富士の杜巡礼の郷公園

の利便性向上のため、（仮称）富士の杜巡礼の郷公園

駐車場及びトイレ整備工事を前年から継続して実施

する。 

１

項 
総務管理費 

16

目 

（仮称）富士の

杜巡礼の郷公園

費 

１１４，７０６千円 

ふるさと寄附推進事業  

（ふるさと納税推進室） 
２

款 
総務費 

ふるさと納税制度は、平成 21 年に始まり「生まれ

育ったふるさとに貢献できる制度」、「自分の意思で

応援したい自治体を選ぶことができる制度」として

創設され、地域の産業や企業、観光スポットなどを

アピールするツールになっている。 

本市においても、地元事業者とともに商品の開発

や発掘により返礼品のさらなる充実を図るととも

に、本市ならではの趣向を凝らした特設サイトを立

ち上げ、特産品や地域の魅力発信を積極的に行うこ

とで、本制度を足がかりとした市場開拓等により地

域活性化に繋げていく。 

 

 

１

項 
総務管理費 

６

目 
企画費 

５５０，９９８千円 

ふるさと振興基金管理 

事業 

（ふるさと納税推進室） 

２

款 
総務費 

ふるさと納税は、寄附者が寄附金の使い道を以下の

とおり指定することができる。 

 寄附者の意向に沿った事業に充てるため、基金に

積立て翌年度以降の事業に充当する。 

  

1  ふるさとまちづくり支援 

2 安心で健やかな暮らし支援 

3 環境保全と快適な暮らし支援 

4 豊かな人間性のための教育支援 

5 世界文化遺産富士山支援    

 

 

１

項 
総務管理費 

26

目 

ふるさと振興基

金費 

４００，５３２千円 
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事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

国道 138 号対策事業  

（まちづくり推進課） 
７

款 
土木費 

国の直轄事業である国道 138 号新屋拡幅事業につ

いては、約 2.6ｋｍが計画区間となっており、現在、

富士見公園前交差点から富士見バイパス南交差点と

暫定整備箇所（新屋交差点、・上宿交差点）を先行区

間と位置付け、用地買収に向けて用地測量・調査業

務等が進められている。 

市においては、国道 138 号拡幅事業に伴い中央分

離帯が設置されることから、国と協力しながら計画

的に周辺市道の整備計画を実施していく。 

今年度は、市道諏訪内１号線改良のための用地取

得等を進めて行く。 

 

 

 

１

項 
土木管理費 

２

目 

高速道路等対策

費 

９５，８３６千円 

スマートインターチェン

ジ設置事業  

（まちづくり推進課） 

７

款 
土木費 

平成 32年度に供用開始予定である東富士五湖道路

（仮称）富士吉田南スマートインターチェンジのア

クセス道路となる市道農場線外対象路線について

は、今年度より用地取得・物件補償、工事を開始し、

インターチェンジ供用開始にあわせて事業を推進す

る。 

また、スマートインターチェンジ本体についても、

ネクスコ中日本と協調する中で、早期の工事着手を

目指す。 

 

 

 

 

１

項 
土木管理費 

２

目 

高速道路等対策

費 

２３３，４７２千円 
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平成３０年度 基本方針及び主要事業               市民生活部 

市民生活部  

基本方針 

 少子高齢化が進行している状況において、市民生活を守り誰もが安心・安全・快適に暮らすことが出

来るまちづくりの実現に向け、保健・福祉・子育て支援体制の強化並びに住居表示事業の推進、更には、

生活環境・公衆衛生の向上に努め、限られた財源で効率的かつ効果的な事業の展開を図る。 

  

目標 

・福祉・保健施策並びに高齢者や障害者、子育て支援施策は、関連する法律を一体的に捉え、共生型

サービスの展開、総合的な施策の展開を図るため、更なる包括的なケアシステム構築に向けての取

り組みを図る。 

 ・子どもから高齢者までの健康増進の推進を図るために、保健指導や健康づくり事業を積極的に展開

する。 

 ・より良い生活環境の構築のため、本市と対象自治会との協働による住居表示事業を推進する。 

 ・生活環境の保全と公衆衛生の向上及び快適な市民生活の確保を図る。 

 ・一般廃棄物の排出を抑制し、循環型社会の構築により、廃棄物処理施設への負荷の軽減及び地球温

暖化防止と施設の長寿命化の促進を図る。 

 ・国民健康保険制度を持続可能な社会保障制度として確立を図る中で、より積極的に被保険者の予防・

健康づくりを進めるためサービスの充実・強化を図る。 

 

 

 

主要事業                   

事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

生活困窮者自立促進支援

事業  

（福祉課） 

３

款 
民生費 

生活困窮者自立支援法の施行に伴い、生活保護に至

る可能性のある生活困窮者で、自立が見込まれる者に

対する自立の促進を図ることを目的として、就労支援

等の自立相談支援事業等を実施してきた。 

平成 30年度は、任意事業である子どもの学習支援を

中学生対象に実施していく。 

 

１

項 
社会福祉費 

１

目 

社会福祉総務

費 

８，１４６千円 

（仮称）第七保育園建設

整備事業 

（子育て支援課） 

 

３

款 
民生費 

増加する３歳未満児の保育需要を満たすため、（仮

称）第七保育園を建設し、子育てと仕事を両立し安心

して子どもを産み育てられる環境の整備を図る。 
２

項 
児童福祉費 

４

目 
保育所費 

４２３，１８１千円 
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事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

放課後児童対策事業 

（子育て支援課） 

 

３

款 
民生費 

平成 30 年度には、下吉田東小学校に放課後児童ク

ラブを開設する。 

従来からの懸案事項であった、全小学校での放課後

児童クラブの開設が完了する。 

今後は、各クラブ内の環境整備等に取り組む。 

２

項 
児童福祉費 

１

目 
児童福祉総務費 

６５，３９４千円 

妊産期の保健指導事業

（健康長寿課） 
４

款 
衛生費 

産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図るた

め、新たに「産婦健康診査」費用を、１回の診査につ

き 5,000 円（1 人 2 回まで）を助成し、産後の初期段

階における支援を強化する。 

 また、産前産後ケアセンター（宿泊型・日帰り型）

との連携を強化し、妊娠期から切れ目のない支援体制

の整備に努める。 

１

項 
保健衛生費 

５

目 
母子衛生費 

３３，４０７千円 

介護保険特別会計   

包括的支援事業・任意 

事業 

（健康長寿課） 

 

５

款 

地域支援事業

費 

 高齢者が自立した生活を営めるよう「地域包括ケア

システム」の拡充を図るため、平成 30 年度には「医

療と介護の連携の強化」と「認知症対策の推進」を推

し進める。 

特に、認知症対策については、「認知症初期集中支

援チーム」による早期診断・早期対応に向けた支援と

徘徊高齢者を早期に発見・保護するためのスマートフ

ォン等を活用した通報システム「見守りアプリサービ

ス（民間の無償サービス）」の普及と、「見守りスッテ

カー」の導入等を図り、高齢者の見守り体制を強化す

る。 

また、独居高齢者や高齢者世帯等の増加に伴い、日

常生活上の支援体制の充実・強化のための体制整備に

努める。 

 

 

 

２

款 

包括的支援事

業・任意事業費 

１

目 

包括的支援事

業・任意事業費 

５５，９２２千円 

ごみ処理施設長寿命化 

事業 

（環境美化センター） 

４

款 
衛生費 

平成 14 年度に運転を開始してから 17 年目を迎え、

これまで損耗による定期的な補修及び交換工事を計

画的に実施し、施設性能を維持してきた。 

今回、平成 30～32 年度の 3 ヵ年の継続事業として

基幹的設備の工事を行い、焼却施設の長寿命化を図っ

ていく。 

 

 

 

２

項 
清掃費 

２

目 
塵芥処理費 

３３４，０７０千円 

 

 

 

 

 



－27－ 

 

事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

住居表示事業  

（市民課） 
２

款 
総務費 

住居表示事業は、居所や事業所の所在場所を明確化

することを目的に、昭和 54 年度より実施している。 

 平成 30 年度は「（仮称）上吉田東部地区（Ⅰ期）」

を予定する。 

事業概要としては、富士見バイパス以西及び国道

138 号線以北に位置する約 1.16 ㎢のエリア・世帯数約

1,500 世帯、自治会としては“新屋・上宿・中宿・下

宿”の一部を対象とする。 

３ 

項 

戸籍住民基本

台帳費 

２

目 

住居表示整備

費 

２６，６３２千円 

国民健康保険特別会計 

重症化予防事業 

（国民健康保険室） 

 

 

６

款 
保健事業費 

高齢化が進む中で生活習慣と社会環境の変化に伴

い国民病と言われる糖尿病患者の増加が大きな課題

となっている。本市においても医療費に大きなウエイ

トを占める「糖尿病患者」に対して、平成 29 年度か

ら実施した「糖尿病性腎症重症化予防事業」を本格稼

動させ、被保険者の健康増進を図りつつ医療費の適正

化に努める。  

 

 

 

２ 

項 
保健事業費 

３ 

目 

重症化予防事

業費 

２，３８０千円 
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平成３０年度 基本方針及び主要事業                            産業観光部 

 

産業観光部  

基本方針 

富士山の安心安全登山や環境保全の推進を図るとともに中小企業等への事業支援や地場産業の更なる

振興と観光施策との連携により活力ある地域づくりを図る。 

農業基盤の整備による生産性の向上及び土地の集約化による農業の振興を図るとともに地域特性を活

かした再生可能エネルギーの普及促進を図る。 

 

目標 

・織物関係団体及び商業関係団体等との連携強化及び支援を進める。 

・中小企業等の経営安定化・事業拡張・創業及び事業承継に向けた支援強化を図る。 

・企業立地の実現に向けた積極的な誘致活動を実施する。 

・人材の確保及び雇用の促進を図るための支援に積極的に取り組む。 

・富士山の環境保全・安心安全登山の更なる推進に努める。 

・地場産業である織物等市内の産業と観光を融合した観光産業の推進を図る。 

・富士山の眺望を活かした着地型観光の推進を図る。 

・（一財）ふじよしだ観光振興サービスとの連携による観光事業の積極的な展開を進める。 

・城山東農業基盤整備地区の効率的な土地利用を図るため、地域の特性や周辺環境に配慮した集積の 

検討を行い進めることで、農業の担い手の育成並びに新たな特産品の栽培を目指す。 

・林道整備による森林の管理・保全活動を安全且つ円滑に実施するために林道の整備を行う。 

 ・猟友会との連携強化による鳥獣被害防止に努める。 

・自治会清掃活動等への支援及び環境保全のための啓蒙活動の推進を図る。 

・太陽光発電設備や木質ペレットストーブ等、温室効果ガス削減に向けた再生可能エネルギーの普及

促進を図る。 

・明見湖公園の豊かな水辺の自然環境を保全するとともに、身近な自然とのふれあいの場として充実、

強化を図る。 

・農地利用の最適化のため、農業委員・農地利用最適化委員による農地集積・集約化、遊休農地の発

生防止・解消、新規参入の促進等の推進を図る。 

 

 

 

主要事業                   

事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

地場産業振興事業 

（商工振興課） 
６

款 
商工費 

地域経済の担い手である市内工業者の先駆的又は

創造的な事業や自主努力旺盛な事業等に対して、

国・県・経済団体等と連携する中で支援することに

より、本市の地場産業の振興を図る。 

地方創生事業として国の交付金を活用し、本産地

の認知度の向上と、流通事業者と連携し商品開発等

を行う。また、ふるさと納税資金を活用するなか、

繊維産業活性化地域おこし協力隊を設置し、更なる

織物産業の活性化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

１

項 
商工費 

２

目 
商工業振興費 

２９，１８１千円 
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事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

中小企業等への融資斡

旋・利子補給事業  

（商工振興課） 

６

款 
商工費 

 市内金融機関と連携し、富士吉田市小口融資資金

の金利を引き下げる等により、融資を受けやすい環

境を整備する。更に、県内で最も有利な利子補給制

度を継続することにより、中小企業等の経営安定

化・事業拡張・創業及び事業継承に向けた支援強化

を図る。 

１

項 
商工費 

２

目 
商工業振興費 

３５，０３７千円 

企業立地促進事業 

（商工振興課） 
６

款 
商工費 

新たな企業誘致及び既存企業の規模拡大等に対す

る積極的な誘致活動の実施により、地域経済の活性

化とともに、法人市民税、固定資産税等の市税収入

の増額及び雇用促進に繋げる。 

また、斡旋事業用地である富士吉田市企業誘致等

私有地土地活用台帳の整備強化や、平成 29年度に設

立した企業立地促進ネットワークの運用により、企

業立地実現に向け更なる整備強化を図る。 

 

１

項 
商工費 

５

目 
産業開発対策費 

５１９千円 

富士山安全対策・環境保

全推進事業  

（富士山課） 

６

款 
商工費 

富士山世界文化遺産登録後における、ユネスコの

審査に付する「保全状況報告書」に基づいた保全施

策を推進する。 

また、富士山の噴火対策、及び落石等への対応も

踏まえ、県をはじめ関係団体と連携し、更なる登山

者の安心・安全登山、指導及び救護体制の充実を図

る。 

さらに、富士山周辺も含めた環境保全の推進を継

続して実施する。 

１

項 
商工費 

４

目 
観光費 

１８，２４２千円 

観光宣伝・観光客誘致推

進事業  

（富士山課） 

６

款 
商工費 

地場産業である織物等の市内主要産業と観光を融

合した観光産業を推進していく。 

また、着地型観光の普及、及び富士山の眺望を活

かした「新倉山浅間公園桜まつり」等のイベント開

催、さらに訪日観光客等に対し関係機関や地域の

方々と協働した「おもてなしの取組み」により、市

街地への誘客に繋げる。 

これらに加え、観光資源となりうる各地域の魅力

を市内各種団体等と連携し、発掘及び磨き上げ、観

光商品化を目指す。 

 

１

項 
商工費 

４

目 
観光費 

１１１，２４４千円 

農業基盤事業  

（農林課） 
５

款 
農林水産業費 

 農道、農業用水路及び水門の維持管理・修繕等を

実施し、農業基盤の整備を行うことにより、農作物

の生産性向上を目指し、農業の振興を図る。 

 特に大明見地区において、県営農村地域防災事業

を実施しており、防災機能を強化した圃場整備の実

現に向け、県と連携して、事業の促進を図る。 （平

成 28 年度より 5 ｶ年計画） 

１

項 
農業費 

４

目 
農地費 

７０，０３５千円 
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事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

明見湖公園保全推進事業  

（環境政策課） 
２

款 
総務費 

 自然と水辺を有している明見湖周辺の自然環境を

保全するとともに、人と自然のふれあえる場や、住

民の憩いの場として、明見湖公園の管理運営を行う。 

特に明見湖の貴重な資源であるハスの減少原因と

対策を委託調査し、湖水の管理、淡水魚（めだか等）、

ほたるの生息、ハスの計画的育成、野鳥の飛来、草

木花の育成等を含めた明見湖の自然環境全般に関す

る管理計画の策定を行う。 

さらに、来園者が水辺と山の自然をより親しめる

よう、明見湖から背戸山頂上にかけて散策道を整備

するための基礎調査を行う。これらを実施すること

で、環境保全及び環境教育の更なる推進と、新たな

観光資源としての活用に繋げる。 

 

１

項 
総務管理費 

14

目 
環境保全対策費 

１１，９１３千円 

農地利用最適化事業  

（農業委員会） 
５

款 
農林水産業費 

平成28年の農業委員会法の改正に伴い新制度に移

行した農業委員会として、農業委員・農地利用最適

化委員による農地利用の最適化（担い手への農地集

積、集約化、遊休農地の発生防止、解消、無断転用

防止、新規参入の促進等）の推進を図る。 

 

１

項 
農業費 

２

目 
農業総務費 

５，０８２千円 
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平成３０年度 基本方針及び主要事業               都市基盤部 

都市基盤部 

基本方針 

誰もが安心して健やかに暮らすことが出来るまちづくりを目指す。 

富士山や歴史的町並み、地区の特色を活かした美しい景観を次世代に継承し、良好な都市空間の形

成を目指す。 

既存幹線道路の整備と都市内ネットワークの構築など道路基盤整備の推進を図る。 

円滑な土地利用を促進し、暮らしの利便性、安全性、防災性を向上する市街地の整備促進を図る。 

快適な暮らしと災害に強い安心・安全な上下水道の整備促進を図る。 

 

目標 

・道路整備計画に基づき、都市空間の整備を推進する。 

・景観計画及び景観条例に基づき市民・事業者・行政が協働し良好な景観形成を実施する。 

・国土調査法に基づく地籍調査の実施により、災害復旧時の地籍確認等の円滑化を図る。 

・大型産業集積エリアとして剣丸尾西土地区画整理事業を積極的に支援し、円滑な推進を図る。 

・公営住宅の整備促進により住環境の向上を図る。 

・建築物の耐震診断を実施し、地震に強い安心・安全なまちづくりを推進する。 

・快適な生活を実現するための下水道の整備促進を図る。 

・水道施設の耐震化及び老朽施設の更新を行い、災害に備えた水の安定供給を実現する。 

・鐘山配水区施設整備事業を継続実施し、新屋第２配水場の整備を図る。 

・上下水道料金の収納対策並びに滞納整理を強化する。 

 

 

主要事業                   

事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

地籍調査事業  

（都市政策課） 
５

款 
農林水産業費 

地籍調査は、国土調査法に基づき実施するもの

で、土地境界紛争の未然防止、都市開発事業及び災

害復旧時の地籍確認等の土地に関する様々な面で

役立てるよう実態に則して登記内容の修正を行う

事業である。 

平成 30年度においては、新屋地区の一部地域（国

道 138号以南、東は道の駅から西は漣神社付近、南

は福地用水までの約 21ha、約 900筆）に着手する。 

１

項 
農業費 

５

目 
地籍調査費 

２７，１８９千円 

都市政策事業 

（都市政策課） 

７

款 
土木費 

平成 27 年度に策定した景観計画･景観条例に基

づき、山梨県が実施する「山梨県世界文化遺産景

観形成支援事業補助金」と呼応した、「富士吉田市

世界文化遺産富士山景観形成支援事業費補助金交

付要綱」に基づく補助事業により、富士山眺望に

かかる主要道路沿線の景観形成をより一層推進す

る。 

 

 

 

 

４

項 
都市計画費 

１

目 
都市計画総務費 

３２,４８４千円 
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事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

区画整理事業  

（都市政策課） 

７

款 
土木費 

剣丸尾西土地区画整理事業は、事業区域の大部

分を産業用地として開発する計画であり、本市の

産業振興や地域発展に大きく寄与することが期待

される。このため、当該地域を大型産業集積エリ

アと位置づけ、補助金をはじめ円滑な事業達成の

ための支援を行う。 

４

項 
都市計画費 

４

目 
土地区画整理費 

６４,５４０千円 

市道の新設・改良工事に

伴う道路用地取得事業 

（用地課） 

７

款 
土木費 

生活道路網の整備、拡幅改良工事等を行うための

事業用地を確保する。 

事業用地を確保するための測量、不動産鑑定、物

件補償費調査、買収及び寄付の交渉、登記事務処理

を行う。 

 

２

項 
道路橋梁費 

２

目 
道路新設改良費 

４８，２３７千円 

市道等建設事業 

（道路公園課） 
７

款 
土木費 

 地域の防災拠点として機能する富士北麓公園へ

のアクセス道路の機能強化を図るため、横町熊穴線

外 2 路線の整備事業を推進していく。 

また、市道の拡幅改良舗装工事を行い道路の整備

を行う。 

 

 道路整備     5 路線 延長 Ｌ＝671m 

                     幅員 W＝4.0ｍ～5.4ｍ 

 用地測量設計 2 路線 延長 Ｌ＝2810ｍ 

 

 

２

項 
道路橋梁費 

２

目 
道路新設改良費 

１１１，６９７千円 

特定防衛施設周辺公共

用施設整備事業 

（道路公園課） 

 

 

７

款 
土木費 

 凍結防止剤積込み倉庫 1 棟の新築工事を行うとと

もに、近年の台風や集中豪雨による多大な被害から

市民生活を守るため、側溝の改修工事を行う。 

  

 凍結防止剤積込み倉庫 1 棟 

側溝改修工事 3 路線 Ｌ＝1114ｍ 

   

  

 

２

項 
道路橋梁費 

２

目 
道路新設改良費 

１６８，０４９千円 

橋梁維持管理事業 

（道路公園課） 

７

款 
土木費 

橋梁長寿命化計画により、橋梁１橋の詳細設計、

及び橋梁１橋の耐震補強補修工事を行う。 

 

詳細設計     １橋 

 耐震補強補修工事 １橋 

  

 

 

 

 

２

項 
道路橋梁費 

３

目 
橋梁維持費 

１１０，５５０千円 
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事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

木造住宅耐震改修等 

事業 

（建築住宅課） 

７

款 
土木費 

 木造住宅耐震化事業については、大地震の発生に

備え、市民の危機管理意識を啓発するため、旧基準

で建築された木造住宅の耐震診断の実施を促すと

ともに、耐震改修工事の補助金額の上限額を引き上

げた補助制度を活用することで耐震化率の促進を

図る。 

 また、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」

の改正に伴い、緊急輸送道路となる沿道建築物に対

しても、地震に対する安全性が明らかでない建築物

の耐震診断を実施し、改修が必要な建築物に対し耐

震対策費等の補助制度を活用し、地震に強い安全・

安心なまちづくりを推進する。 

 

 

６

項 
住宅費 

１

目 
建築総務費 

４４，６６２千円 

上吉田地区市営住宅建

替事業  

（上吉田団地建設室） 

７

款 
土木費 

 公営住宅長寿命化計画により、上吉田地区の老巧

化した市営住宅について、平成 31 年度を目標にし

た集約化による団地の建替えを行い、これにより市

営住宅の住環境を向上させ、併せて建物の維持管理

費等の削減を図る。 

６

項 
住宅費 

２

目 
住宅管理費 

２９１，７９１千円 



- 34 - 

 

 

事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

下水道事業 

（上下水道工務課） 

（上下水道管理課） 
下水道事業特別会計 

 

下水道整備事業については、平成 22年度に見

直しを行った富士北麓及び桂川流域下水道の全

体計画（平成 22年～平成 31年度）について、

平成30年度より新たな全体計画(平成32年度～

平成 41年度)の見直しに着手する。 

 

また、平成 32年度の下水道事業の公営企業会

計適用に向けて、固定資産台帳の整備、勘定科

目の分類.仕分、条例規則等の制定、会計システ

ムの導入、関係機関との調整等の移行事務が増

加する。 

 

下水道工事については、社会資本整備事業に

よる既認可区域(富士見バイパス、上吉田団地)

の整備促進を図り、平成 26年度に策定した地域

再生計画に基づく中曽根地区の下水道整備事業

を継続し実施する。 

 

 

１，４４３，０２１千円 

 

水道事業 

（上下水道工務課） 

（上下水道管理課） 
水道事業会計 

 

水道事業は、新たな水源の確保として民生安

定事業（防衛 8条）を活用した「鐘山配水区（忍

野水源）施設整備事業（平成 26 年度～平成 35

年度）」を継続実施中であり、現在、新屋第２配

水池の整備を進めている。 

一方、老朽化する施設、管路の更新、耐震化

は必要不可欠であり、資産維持管理計画に基づ

き、平成 29年度から、防衛 9条を活用し、下宿

配水場の更新整備（平成 29 年～32 年度）に着

手している。 

今後、水道施設等の整備・更新には、多額の

費用が必要となり、独立採算制を原則とする水

道事業の財源は、料金収入で賄わなければなら

ないため、市民負担となる料金収入については、

公正公平の観点から、滞納整理対策による徴収

強化し、悪質滞納者への給水停止処分の執行等

を日常業務化することで収納率の向上を図って

いる。 

 

 

 

（３条予算） 

収益的収入 

７５８，３５５千円 

収益的支出   

 ７０３，００３千円 

 

（４条予算） 

資本的収入 

５０５，７６０千円 

資本的支出 

７５０，９６６千円 
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平成３０年度 基本方針及び主要事業               教育委員会 

教育委員会  

基本方針 

学校教育では、美しいものや自然に感動する豊かな心の醸成や基礎学力の定着、情報社会への適応

など、子ども達が新しい時代に生きてゆくための実践的な力となる豊かな人間性の育成を進める。 

社会教育では、豊かな人生を送るための生涯学習活動や文化活動、また、ゆとりや英気を養い、健

康増進をも図るためのスポーツ・レクリエーション活動等の活動環境を充実させるとともに、本市固

有の歴史、伝統、文化を後世に継承するなど、市民文化の形成を進める。 

 

目標 

・障がいのある児童・生徒の生活や学習に対し、適切な指導及び必要な補助的支援を行う。 

・市内私立幼稚園への就園促進や私立幼稚園の健全な運営を支援するため、各種助成を行う。 

・学校並びに児童・生徒が抱える問題に対処するため、スクールソーシャルワーカーを配置し、総

合教育支援員による支援体制を充実する。また、ハイパーQU 検査を実施し、不登校やいじめの未

然防止に努める。 

・適切な校舎等の維持管理のため、計画的に小中学校の改修工事を実施する。引き続き環境教育の

推進のためにペレットストーブを設置する。 

・小中学校のＩＣＴ教育のさらなる推進のため、ＬＡＮ環境整備・タブレット化を進め、どの教室

でもタブレット端末を使用した授業ができるよう計画的な整備を図る。 

・富士山世界遺産登録 5周年を記念し、旧外川家住宅などを活用したイベントを実施する。 

・平成３２年度より完全実施される小学校外国語活動と外国語科における外国語指導助手の全校配

置に向けた段階的な整備を図る。 

 

 

 

主要事業 

事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

特別支援スタッフ事業

（学校教育課） 

９

款 
教育費 

インクルーシブ教育の推進により、障害のある児童

生徒に合理的配慮をし、支援する体制が必要となって

きている。特にグレーゾーンの児童生徒が増加し普通

学級で一緒に学んでいるため、障害を持つ児童生徒へ

の学習支援、生活支援をすることにより、安定した学

級運営を図っている。特別支援教育に必要な臨床発達

心理士という専門家を継続配置することにより、特性

を持った児童生徒への支援方法について助言を受け

適切な援助を行う。 

 

１

項 
教育総務費 

１

目 
教育委員会費 

４６，３７８千円 

私立幼稚園支援事業 

（学校教育課） 

９

款 
教育費 

私立幼稚園に就園する園児の保護者に対して、私

立幼稚園就園奨励費を交付することにより、家庭の

経済的負担を軽減し、幼稚園への就園を促進してい

く。特に、就園促進のため第２子以降の２歳児に対

しては、所得制限を設けることなく保育料を引き続

き満額援助する。 

さらに、私立幼稚園の健全な運営を補助するた

め、幼稚園運営経費及び教職員研修費の一部を助成

する。 

 

１

項 
教育総務費 

１

目 
教育委員会費 

５４，０９９千円 
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事業名（事業主管課） 予算額 事業概要 

総合教育支援事業 

（学校教育課） 

９

款 
教育費 

 複雑・多様化する学校や児童生徒の抱える不登校

などの様々な問題に対処するため、総合教育支援員

によるきめ細かな支援体制を継続する。特に家庭の

貧困や虐待など学校では対応が困難なケースの増

加に対して、スクールソーシャルワーカーを配置し

福祉の専門性を持って、より効果的な総合支援員体

制の充実を図る。 

学校生活における児童・生徒個々の意欲・満足感及

び学級の状態の把握や、不登校やいじめ等の未然防

止のため、引き続きハイーパーQU検査を実施する。 

 

１

項 
教育総務費 

１

目 
教育委員会費 

１６，５９７千円 

小学校校舎等維持管理

事業 （学校教育課） 

 

９

款 
教育費 

老朽化が進む吉田小学校プール改修工事、下吉田

東小学校外壁防水塗装改修工事を行うなど、良好な

教育環境の充実を図り、市内小学校施設の維持管理

を行う。 

小学校の ICT 環境を充実させるためパソコンの

タブレット化を図り、パソコン教室での授業からど

の教室でもタブレットを使用した授業ができるよ

うに LAN環境を整備する工事を行う。 

２

項 
小学校費 

１

目 
学校管理費 

１８０，９３５千円 

中学校校舎等維持管理

事業 

（学校教育課） 

９ 

款 
教育費 

老朽化が進む下吉田中学校屋内運動場外部改修工

事、富士見台中学校渡り廊下塗装改修工事を行うな

ど、良好な教育環境の充実を図り、市内中学校施設の

維持管理を行う。 

中学校の ICT 環境を充実させるためパソコンのタ

ブレット化を図り、パソコン教室での授業からどの教

室でもタブレットを使用した授業ができるように LAN

環境を整備する工事を行う。 

環境教育推進のため、各中学校の普通教室にペレッ

トストーブを設置する。 

 

３ 

項 
中学校費 

１ 

目 
学校管理費 

１０４，７３８千円 

御師外川家住宅等整備

活用事業  

（歴史文化課） 

９ 

款 
教育費 

富士山の世界遺産登録５周年を祝い、構成資産で

ある御師旧外川家住宅での富士講宿泊体験ツアー

などをはじめさまざまなイベントを記念事業とし

て開催し、市民はもとより多くの観光客の集客を図

る。 

４ 

項 
社会教育費 

６ 

目 
博物館費 

１４，０１０千円 

外国語指導委託事業 

（教育研修所） 

 

９

款 
教育費 

市内小中学校に派遣している外国語指導講師を

現行の７名から９名に増員し、小学校外国語活動・

外国語科及び中学校外国語科の授業など、次期学習

指導要領の完全実施に向けた段階的整備の推進や

コミュニケーション能力の育成と国際理解教育の

推進を図る。 

１

項 
教育総務費 

２

目 
教育研修所費 

３７，９００千円 

 



＜８条関係＞ （単位：千円）

款 項 目 事　　業　　名 事業予算額 担　　当

2 1 16 （仮称）富士の杜巡礼の郷公園事業（Ｈ29・30継続事業） 114,706 まちづくり戦略課

3 2 4 （仮称）第七保育園建設整備事業 423,181 子育て支援課

7 1 2 スマートインターチェンジ設置事業 233,472 まちづくり推進課

合　　　計 771,359

＜９条関係＞ （単位：千円）

款 項 目 事　　業　　名 事業予算額 担　　当

4 1 2 生活習慣病対策事業 63,883 健康長寿課

7 2 2 市道の新設・改良工事に伴う道路用地取得事業 48,237 用地課

7 2 2 特定防衛施設周辺公共用施設整備事業 168,049 道路公園課

9 5 3 学校給食センター運営事業 421,923 学校給食センター

合　　　計 702,092

防衛補助事業

－37－



（歳入）

地方消費税交付金（社会保障財源化分） 400,000 千円

（歳出）

社会保障施策に要する経費 千円

〔社会保障施策に要する経費〕 （単位：千円）

3 3 2 生活保護扶助事業 476,268 375,026 902 22,000 78,340

3 1 3
重度心身障害児（者）医療
費助成事業

173,918 79,458 21,000 73,460

3 2 2 保育施設等給付事業 280,000 143,025 41,344 21,000 74,631

930,186 597,509 0 42,246 64,000 226,431

3 1 7 介護保険特別会計繰出事業 620,623 6,087 134,000 480,536

3 1 1
国民健康保険特別会計繰出
事業

457,799 177,295 61,000 219,504

3 1 9
後期高齢者医療特別会計繰
出事業

630,335 100,482 116,000 413,853

1,708,757 283,864 0 0 311,000 1,113,893

4 1 3 感染症予防対策事業 125,961 3,733 85,756 8,000 28,472

4 1 6
市立病院事業会計負担金事
業

770,638 17,000 753,638

896,599 3,733 0 85,756 25,000 782,110

3,535,542 885,106 0 128,002 400,000 2,122,434合　　　計

地方消費税交付金の引上げ分（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

小　　計

小　　計

小　　計

事　業　名

その他

一　般　財　源

財　　源　　内　　訳

社会福祉

社会保険

保健衛生

項目

地方債 その他
地方消費税
交付金

3,535,542

款 項 目 事業費

国（県）
支出金

特　定　財　源

－38－



（単位：千円）

都市計画税

（歳入）

款 項 目 名称 予算額

1 5 1 都市計画税 182,695

（歳出）

7 4 4 区画整理事業 64,540 0 0 0 14,868 49,672

7 5 1 下水道事業特別会計繰出事業 728,531 6,250 0 0 167,827 554,454

793,071 6,250 0 0 182,695 604,126

入湯税

（歳入）

款 項 目 名称 予算額

1 6 1 入湯税 48,018

（歳出）

4 1 9 水道事業会計負担金事業 62,312 0 0 0 33,993 28,319

62,312 0 0 0 33,993 28,319

6 1 4 観光宣伝・観光客誘致推進事業 111,244 0 0 109,655 867 722

111,244 0 0 109,655 867 722

8 1 2 非常備消防事業 65,988 0 0 53,502 6,812 5,674

8 1 3 消防水利事業 11,632 0 0 0 6,346 5,286

77,620 0 0 53,502 13,158 10,960

251,176 0 0 163,157 48,018 40,001合　　　計

国（県）
支出金

環境衛生
施設の整

備 小　　計

観光振興
小　　計

消防施設
等の整備

小　　計

合計

　入湯税は、観光の振興（観光施設の整備を含む）・環境衛生施設・鉱泉源の保護管理施設および消防施設そ
の他消防に必要な施設の整備に要する費用に充てるために設けられた目的税です。
　入湯税を納める人は、鉱泉浴場の入湯客です。入湯税は、当該施設の経営者へ鉱泉浴場の利用料金とともに
支払い、経営者は特別徴収義務者として徴収した入湯税を1ヶ月単位で市へ納入します。
　税率は、入湯客１人に対し1日150円（日帰りの場合は１人１日50円）です。

項目 款 項 目 事　業　名 予算額

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

地方債 その他 入湯税 その他

平成30年度予算都市計画税・入湯税の充当事業について

　都市計画税は、都市計画事業又は土地区画整理事業に要する費用に充てるために設けられた目的税です。
　都市計画事業とは、都市計画施設（道路・駐車場等の交通施設、公園・緑地等の公共空地、上下水道・汚物
処理場等の供給施設又は処理施設）の整備に関する事業及び市街地開発事業です。
　都市計画税を納める人は、都市計画法による都市計画区域内に所在する土地及び家屋の所有者です。
　税率は100分の0.1です。

款 項 目 事　業　名 予算額

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

国（県）
支出金

地方債 その他 都市計画税 その他

－39－
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平成３０年度特別会計予算及び事業会計予算 

 

 

■下水道事業特別会計予算 

平成３０年度の下水道事業特別会計予算については、総額を１，４４３，０２１千円とした。これ

は、前年度当初予算に比べて７５，７０８千円（５．０％）の減である。 

 

   主な内容については 

       歳入は    一般会計繰入金            ７２８，５３１千円 

市債                 ２８２，８００千円 

下水道使用料             ２６１，２００千円 

            国庫支出金              １７０，０００千円等であり、 

 

       歳出は  公債費                ６２４，０００千円 

公共下水道建設事業費                  ４１７，９４５千円 

                        下水道維持管理事業費                  ２７２，６５０千円 

                        流域下水道整備事業費           ５６，５７０千円等である。 

 

 

■国民健康保険特別会計予算 

平成３０年度の国民健康保険特別会計予算については、総額を５，３８３，４８３千円とした。こ

れは、前年度当初予算に比べて１，１７２，６７８千円（１７．９％）の減である。 

 

   主な内容については 

       歳入は    県支出金                ３，６０４，１４７千円 

            国民健康保険税             １，１３７，８９７千円 

繰入金                 ６３０，０９８千円等であり、 

             うち一般会計繰入金                      457,799千円 

               基金繰入金                        172,299千円 

                                         

       歳出は  保険給付費            ３，５７３，６７１千円 

             うち一般被保険者療養給付費               3,027,019千円 

               一般被保険者高額療養費                 441,485千円 

             国民健康保険事業費納付金    １，４８１，４８１千円等である。 
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■後期高齢者医療特別会計予算 

平成３０年度の後期高齢者医療特別会計予算については、総額を９４９，３７２千円とした。これ

は、前年度当初予算に比べて５６，０５６千円（６．３％）の増である。 

 

   主な内容については 

       歳入は    一般会計繰入金            ６３０，３３５千円 

後期高齢者医療保険料         ３１７，２８１千円等であり、 

 

       歳出は  後期高齢者医療負担金         ９２９，５７１千円等である。 

 

 

■介護保険特別会計予算 

平成３０年度の介護保険特別会計予算については、総額を４，２４６，３１７千円とした。これは、

前年度当初予算に比べて７９，４０８千円（１．８％）の減である。 

 

   主な内容については 

       歳入は    支払基金交付金             １，０９６，２１２千円 

            国庫支出金            １，０１４，５００千円 

            介護保険料              ８６３，６７１千円 

            繰入金                     ６５５，６５８千円等であり、 

                          うち一般会計繰入金                      620,623千円 

                基金繰入金                         35,035千円 

 

       歳出は  保険給付費            ３，９９６，３３７千円等である。 

             うち居宅介護サービス給付費                1,374,877千円 

施設介護サービス給付費              1,255,272千円 

地域密着型介護サービス給付費       855,507千円 

               特定入所者介護サービス費         200,880千円 

 

 

■介護予防支援事業特別会計予算 

平成３０年度の介護予防支援事業特別会計予算については、総額を１６，６７８千円とした。これ

は、前年度当初予算に比べて１６６千円（１．０％）の減である。 

主な内容については 

       歳入は    サービス収入                  ７，０６８千円 

            一般会計繰入金              ９，６１０千円であり、 

 

       歳出は  介護予防サービス事業費         １６，３７８千円等である。 
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■看護専門学校特別会計予算 

平成３０年度の看護専門学校特別会計予算については、総額を２３５，９０８千円とした。これは、

前年度当初予算に比べて１１，８４５千円（４．８％）の減である。 

 

   主な内容については 

       歳入は    一般会計繰入金               １８４，８０５千円 

            入学金・授業料等            ２４，３０８千円 

            県支出金                ２３，０００千円等であり 

 

       歳出は  人件費                １４４，２５３千円 

工事請負費                 ３５，０１８千円 

            需用費                  １８，３１０千円等である。 

            

  

 

■市立病院事業会計予算 

  １ 収益的収入及び支出 

     収入額    ８，２６８，４８９千円  対前年度比 １４８，９３７千円（１．８％）の減 

     支出額  ８，１１０，０８４千円      〃   １４７，８５５千円（１．８％）の減 

   主な内容については 

       収入は    入院収益                   ４，４８１，３２５千円 

            外来収益             ２，３０７，６８６千円等であり、 

       支出は  職員給与費            ４，２３３，３８０千円 

            医療薬品等材料費         １，６７２，１４１千円等である。 

 

  ２ 資本的収入及び支出 

     収入額     ２１８，６９７千円  対前年度比    ３，３８５千円（１．６％）の増 

     支出額    ５９６，２５９千円     〃     ３３，９０９千円（６．０％）の増 

   主な内容については 

       収入は   一般会計負担金            １７９，９９４千円 

            国庫補助金                ３８，７００千円等であり、 

支出は  企業債元金償還金            ２６９，９９２千円 

            リース債務償還金           １７５，３０５千円 

            有形固定資産購入費                   １１０，９６０千円等である。 
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■水道事業会計予算 

  １ 収益的収入及び支出 

     収入額     ７５８，３５５千円    対前年度比 １１，９１８千円（１．６％）の増 

     支出額   ７０３，００３千円       〃   ５０１千円（０．１％）の増 

   主な内容については 

       収入は    給水収益                     ５８４，２３２千円等であり、 

       支出は  減価償却費              ３６０，０００千円 

            原水及び浄水費            １１５，５３０千円等である。 

 

  ２ 資本的収入及び支出 

     収入額  ５０５，７６０千円    対前年度比 ３２，５４２千円（６．９％）の増 

     支出額 ７５０，９６６千円       〃   ３２，５００千円（４．５％）の増 

   主な内容については 

       収入は  企業債                       ２１５，０００千円 

            国庫補助金                  １７１，１４２千円 

            工事負担金              １１１，２９１千円等であり、 

       支出は  配水設備拡張及び改良費        ５３７，５５７千円 

                       企業債元金償還金              １７４，０２５千円等である。 

 


